
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

丹波市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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財政力指数
・市町村合併前は、類似団体平均を大幅に下回っていたが、平成16年11月1日合併により丹波市となり、合併による財政基盤の強化が図ら
れたところである。今後とも、丹波市として、歳出経常経費の削減（目標として平成26年度で経常収支比率80％）、定員管理・給与の適正化、
地方税の徴収強化等の取組みを通じて、財政基盤の強化に努める。
経常収支比率
・類似団体と比べると消費的経費（人件費・物件費・維持補修費・扶助費・補助費等）が高くなっており節減を図る必要があり、その他の公債
費、繰出金の割合も高くなっている。よって、27年度から5年間で段階的に交付税が縮減され、完全に一本算定になる32年度に耐えうる財政
構造にしておく必要があるので、26年度時点に経常収支比率が約80%の財政構造を確立し、歳出の削減に努める。
起債制限比率
・市町村合併に伴う整備や、旧町の継続事業による普通建設事業に係る起債償還等に伴い上昇し、類似団体平均を若干上回っている。今
後、繰上償還や地方債残高が増加しないよう発行額を抑制するとともに、可能な限り交付税措置のある有利な地方債のみの発行にとどめ、
後年度への影響を最小限度に留めたい。
人口１人当たり地方債現在高
・市町村合併に伴う整備や、旧町の継続事業により発行額が増加し、類似団体平均を上回っている。後世への負担を少しでも軽減するよう、
財政運営の弾力性を確保する観点からも地方債の発行には慎重を期すとともに、繰上償還や地方債残高が増加しないよう発行額を抑制
し、可能な限り交付税措置のある有利な地方債のみの発行にとどめ、後年度への影響を最小限度に留めたい。
ラスパイレス指数
・類似団体平均は下回っているものの、今後も各種手当等の総点検を行うなど、より一層の給与の適正化に努める。
人口1,000人当たり職員数
・平成18年3月に丹波市定員適正化計画を策定し、平成17年4月1日現在の職員数854人を基準として、今後10年間で職員数を254人削減し、
公営企業等会計分を含め600人とするべく、職員数の削減に努める。


